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1． 概　　　　況

総　括　事　項

議会議決事項

（平成28年３月29日）

1． 平成28年度大阪市高速鉄道事業会計予算

平成28年９月16日

1． 平成27年度大阪市高速鉄道事業会計予算繰越報告について

2.　平成27年度決算に基づく大阪市各会計資金不足比率の報告について

平成28年10月19日

1． 平成27年度大阪市高速鉄道事業会計決算報告について

平成28年12月13日

1.　大阪市高速鉄道事業及び中量軌道事業の引継ぎに関する基本方針の策定について

平成29年３月28日

1． 大阪市交通事業の設置等に関する条例を廃止する条例

2． 大阪市交通政策基金条例

3． 大阪市市長直轄組織設置条例の一部を改正する条例

4． 平成29年度大阪市高速鉄道事業会計予算

5.　大阪市職員定数条例の一部を改正する条例

6.　大阪市財産条例等の一部を改正する条例

本年度の経営収支は、修繕費などの増加がありましたものの、乗車人員の増に伴う運輸収益の増加に加え、

支払利息の減少などにより経常損益では、 億 万 円の剰余となりましたが、当年度損益では、自動車

なりました。

平成28年度大阪市高速鉄道事業報告書

この結果、前年度からの繰越利益剰余金 億 万 円を合わせますと、本年度末の未処分利益剰余

運送事業の終結に備えた出資金評価損や貸倒引当金の計上を行ったことなどにより、 億 万 円の損失と

一方、建設改良事業におきましては、バリアフリー経路改善のためのエレベーター設置工事や、津波浸水対策

今後とも、大阪圏・関西圏の交通インフラを支え、大阪の経済活性化に貢献できるよう、平成 年 月の大阪

市高速電気軌道株式会社への事業引継ぎに向けた取り組みを進めてまいる所存であります。

金は、1,083億3,974万9,740円となりました。

設備の整備等を実施しました。



2 3

行政官庁認可事項

〃 第２号線工事方法書記載事項変更認可申請（電気設備）

高速電気軌道第１号線車両乗入運転認可申請
（北大阪急行9000系改造）

〃
高速電気軌道第４号線車両乗入運転認可申請
（近畿日本鉄道7000系改造）

〃

〃
中量軌道南港ポートタウン線車両乗入運転認可申請
（200系新造）

大 阪 府 知 事
高速電気軌道第６号線車両乗入運転認可申請
（阪急電鉄8300系改造）

〃 〃
第１・２号線及び第５号線工事方法書記載事項変更認可申
請（電気設備）

〃

〃

〃

〃 〃

〃 〃

〃

〃

〃

〃

第３号線緑木検車場及び第６号線東吹田検車場工事方法書
記載事項変更認可申請（軌道構造）

〃
第１・２号線及び第５号線工事方法書記載事項変更認可申
請（電気設備）

〃

認可

〃 〃

〃 高速電気軌道用車両設計変更認可申請（31系設計変更）

平成年月日
大 阪 府 知 事 高速電気軌道用車両設計変更認可申請（31系設計変更）

平成年月日

〃

近畿運輸局長
第４号線コスモスクエア停車場鉄道施設変更認可申請
（信号保安設備）

〃
第６号線恵美須町停留場～動物園前停留場間工事方法書記
載事項変更認可申請（軌道構造）

〃

〃

第１号線我孫子停留場～北花田停留場間、第５号線野田阪
神停留場及び第７号線心斎橋停留場工事方法書記載事項変
更認可申請（信号保安設備等）

〃〃

〃 〃

〃

〃
第１・２・４号線及び第５号線工事方法書記載事項変更認
可申請（電気設備）

申請年月日 あ て 名 件　　　　　　　　　　　　　名
免許、認可又 指令の
は許可年月日 要　領

〃
第７号線大正停留場、第２号線都島変電所、南港ポートタ
ウン線平林き電室、住之江公園き電変電所及び第５号線難
波停留場工事方法書記載事項変更認可申請（電気設備等）

  (4)職員に関する事項職員に関する事項

損益勘定

資本勘定

関連（高速鉄道事業会計分）

　　　　合　　　　　計

年３月１日から交通局独自の給料月額の減額措置の特例を定めました。

の算定方法に関し必要な事項を定めました。

月１日から交通局独自の早期退職制度（自動車部に所属する交通局企業職員を除く。）における退職手当基本額

．平成 年 月 日に大阪市交通局企業職員の期末手当及び勤勉手当に関する規程の一部を改正し、平成 年

月１日から勤勉手当の支給割合を改めました。

．平成 年２月 日に大阪市交通局企業職員の給与に関する規程等の特例に関する規程の一部を改正し、平成

４月１日から引き続き管理職手当の月額の減額措置を行いました。

月１日から支給率における育児休業期間の取り扱いを改めました。

１日から引き続き交通局独自の給料月額の減額措置を行いました。

の級の分類の基準となるべき職務の内容を定めました。

４月１日から初任給基準表を改めました。

．平成 年３月 日に大阪市交通局企業職員の初任給及び昇給等の基準に関する規程の一部を改正し、平成 年

．平成 年３月 日に大阪市交通局企業職員の管理職手当に関する規程の特例に関する規程を制定し、平成 年

 1．平成29年３月末日における職員在籍人員は5,272名で、内訳は次のとおりであります。

164名

387名

4,721名

5,272名

改めました。

．平成 年５月 日に大阪市交通局企業職員の期末手当及び勤勉手当に関する規程の一部を改正し、平成 年６

．平成 年８月 日に大阪市交通局企業職員の退職手当に関する規程の一部を改正し、平成 年９月末の交通局

企業職員の定年前早期退職者に対する退職手当基本額に係る特例措置を適用しないことに改めました。

．平成 年 月 日に大阪市交通局企業職員の退職手当に関する規程の特例に関する規程を制定し、平成 年

．平成 年 月 日に大阪市交通局企業職員の退職手当に関する規程の一部を改正し、平成 年３月末の自動車

部に所属する交通局企業職員の定年前早期退職者に対する退職手当基本額に係る特例措置を適用しないことに

員特別勤務手当の支給範囲及び支給額を改めました。

．平成 年３月 日に大阪市交通局企業職員の給与に関する規程等の特例に関する規程を制定し、平成 年４月

．平成 年３月 日に職務の級の標準的な職務の内容に関する規程の一部を改正し、平成 年４月１日から職務

．平成 年３月 日に企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正し、平成 年４月１日から配偶

者同行休業に伴う任期付職員の給料に関し必要な事項を定め、単身赴任手当及び管理職員特別勤務手当の支給

．平成 年３月 日に大阪市交通局企業職員の給与に関する規程の一部を改正し、平成 年４月１日から管理職

範囲を改めました。
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．平成 年３月 日に大阪市交通局企業職員の給与に関する規程の一部を改正し、平成 年４月１日から管理職

範囲を改めました。
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2． 工　　　　事

(1)　建設改良工事

種 別 数 量 決 算 額
着 手
年 月 日

竣 工
年 月 日

備 考

円

12駅 工 事 中 長居駅など12駅

〃 トイレ刷新改造工事等

〃 車両改装工事等

〃 自動改札装置購入等

高速鉄道事業分担率84％

総額 円の
高速鉄道事業分担額

合 計

(注)　決算額は、消費税及び地方消費税を含む。

(2)　主な保存工事

種 別 数 量 決 算 額
着 手
年 月 日

竣 工
年 月 日

備 考

円

単線 2,792ｍ

420丁

50台

〃 〃

(注)　決算額は、消費税及び地方消費税を含む。

共 用 施 設

主 電 動 機 絶 縁 更 新 整 備

各 駅 照 明 灯 取 替 工 事

計

第６号線 東 吹 田 検 車 場
分 岐 器 更 換 工 事

第２号線 谷 町 九 丁 目 ～
四 天 王 寺 前 夕 陽 ヶ 丘 間
道 床 砕 石 更 換 工 事

第 ６ 号 線 恵 美 須 町 停 留 場
ま く ら ぎ 更 換 工 事

第１号線 中 津 ～ 梅 田 間
な ど ７ か 所 レ ー ル 更 換 工 事

第１号線 西中島南方～中津間
な ど か 所 電 纜 棚 取 替 工 事

平成年月日 平成年月日

平成年月日 平成年月日

高 速 鉄 道

エ レ ベ ー タ ー 等 設 置 工 事

駅 施 設 整 備 工 事

車 両 改 造 等 工 事

業 務 機 械 化 工 事

そ の 他 工 事

計

リ ー ス 債 務 支 払 額
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3． 業　　　　務

(1)　業　 務　 量

高速鉄道 ㎞ ㎞

中量軌道 〃 〃

計 〃 〃

高速鉄道 両 両

中量軌道 〃 〃 △ 両 △

計 〃 〃 △ 〃 △

高速鉄道 両 両 両

中量軌道 〃 〃 〃

計 〃 〃 〃

高速鉄道 ㎞ ㎞ ㎞

中量軌道 〃 〃 〃

計 〃 〃 〃

高速鉄道 人 人 人

中量軌道 〃 〃 〃

計 〃 〃 〃

円 円 円 〃

比　　率

％

本　 年　 度区　　　　　分 前　 年　 度 備　　　考
差　　　　　　　引

増　△　減

運転車数

年度末現在

〃

1 日 平 均

営業キロ

在籍車数

乗　 客　 収　 入

走行キロ 〃

乗車人員 〃

2． 工　　　　事

(1)　建設改良工事

種 別 数 量 決 算 額
着 手
年 月 日

竣 工
年 月 日

備 考

円

12駅 工 事 中 長居駅など12駅

〃 トイレ刷新改造工事等

〃 車両改装工事等

〃 自動改札装置購入等

高速鉄道事業分担率84％

総額 円の
高速鉄道事業分担額

合 計

(注)　決算額は、消費税及び地方消費税を含む。

(2)　主な保存工事

種 別 数 量 決 算 額
着 手
年 月 日

竣 工
年 月 日

備 考

円

単線 2,792ｍ

420丁

50台

〃 〃

(注)　決算額は、消費税及び地方消費税を含む。

共 用 施 設

主 電 動 機 絶 縁 更 新 整 備

各 駅 照 明 灯 取 替 工 事

計

第６号線 東 吹 田 検 車 場
分 岐 器 更 換 工 事

第２号線 谷 町 九 丁 目 ～
四 天 王 寺 前 夕 陽 ヶ 丘 間
道 床 砕 石 更 換 工 事

第 ６ 号 線 恵 美 須 町 停 留 場
ま く ら ぎ 更 換 工 事

第１号線 中 津 ～ 梅 田 間
な ど ７ か 所 レ ー ル 更 換 工 事

第１号線 西中島南方～中津間
な ど か 所 電 纜 棚 取 替 工 事

平成年月日 平成年月日

平成年月日 平成年月日

高 速 鉄 道

エ レ ベ ー タ ー 等 設 置 工 事

駅 施 設 整 備 工 事

車 両 改 造 等 工 事

業 務 機 械 化 工 事

そ の 他 工 事

計

リ ー ス 債 務 支 払 額
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(2)　事業収入に関する事項

円 ％ 円 ％ 円

△

(3)　事業費に関する事項

円 ％ 円 ％ 円

△

計

差　引　増　△　減本　　　　年　　　　度 前　　　　年　　　　度

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

区 分

計

本　　　　年　　　　度 前　　　　年　　　　度 差　引　増　△　減

営 業 費 用

人 件 費

経 費

営 業 外 費 用

特 別 損 失

区 分
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(2)　事業収入に関する事項

円 ％ 円 ％ 円

△

(3)　事業費に関する事項

円 ％ 円 ％ 円

△

計

差　引　増　△　減本　　　　年　　　　度 前　　　　年　　　　度

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

区 分

計

本　　　　年　　　　度 前　　　　年　　　　度 差　引　増　△　減

営 業 費 用

人 件 費

経 費

営 業 外 費 用

特 別 損 失

区 分

4． 会　　　　計

(1)　重要契約の要旨

円

(注)　契約金額は、消費税及び地方消費税を含む。

オ ム ロ ン ソ ー シ ア ル
ソリューションズ株式会社

日 本 信 号 株 式 会 社

案内モニタ装置製作

110両分 

110両 

110両分 

110両 

110両分 

住 友 商 事 株 式 会 社

川 崎 重 工 業 株 式 会 社

〃 空気制動装置製作

契　約　の　相　手　方

第６・７号線地下構造物耐震補強工事
平成年月日

株 式 会 社 錢 高 組

第１・２・４号線地下構造物耐震補強工事 株 式 会 社 久 本 組

契約年月日 契　　約　　内　　容 契　約　金　額

株 式 会 社 松 本 組

八千代電設工業株式会社

第１号線中津停留場駅施設改造その他工事
（建築の部）

西中島南方～中津間Ｕ型ずい道部津波・浸水対
策に伴うサードレール工事及びその他工事

券売機
オ ム ロ ン ソ ー シ ア ル
ソリューションズ株式会社

478台 

台車製作

110両分 

株 式 会 社 東 芝冷房装置製作

三 菱 電 機 株 式 会 社

制御装置製作

車体製作及びぎ装

〃

自動改札装置 株 式 会 社 東 芝

住 友 商 事 株 式 会 社

〃

南港ポートタウン線車両製作

〃 自動改札装置 142台 

185台 

自動改札装置 144台 
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(2)　企業債及び一時借入金の概況

1． 企　 業　 債

円 円 円 円

2． 一時借入金

 な　　し

5． そ　 の　 他

(1)　一般会計補助金の使途について

1． 収益的収入 846,391,765円については、企業債利息等の課税仕入れ以外（特定収入以外）に充当しました。

2． 資本的収入 3,126,304,838円については、建設改良費のうち課税仕入れに 928,081,092円（特定収入）、

種 類

　ものに 2,131,030,923円（特定収入）、それぞれ充当しました。

課税仕入れ以外に 円（特定収入以外）、企業債償還金のうち課税仕入れの財源として発行した

当年度償還額

（一時借入金限度額

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 借 入 金

そ の 他 借 入 金

建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

当年度末残高当年度発行額前年度末残高

12,000,000,000円)

独 立 行 政 法 人
郵便貯金･簡易生命保険
管 理 機 構 借 入 金

証 券 発 行 債

財 務 省 借 入 金

1． 円

円

2．

円

3．

4．

△

5．

6．

△貸倒引当金繰入額

当 年 度 未 処 分 利 益
剰 余 金

前 年 度 繰 越 利 益
剰 余 金

特 別 損 失

そ の 他 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額

当 年 度 純 損 失

出 資 金 評 価 損

自 動 車 重 量 税

経 常 利 益

雑 支 出

平成28年度大阪市高速鉄道事業損益計算書

（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

一般会計分担金

補 助 金

そ の 他 収 益

受 取 利 息 及 び
配 当 金

減 価 償 却 費

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 外 収 益

運 輸 収 益

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

営 業 外 費 用

運 転 費

運 輸 費

運 輸 管 理 費

研 修 費

一 般 管 理 費

運 輸 雑 収

線 路 保 存 費

電 路 保 存 費

車 両 保 存 費

建 物 保 存 費

固定資産売却益

特 別 利 益

過年度損益修正益

営 業 利 益

長期前受金戻入

受 託 事 業 収 益

繰 延 勘 定 償 却

受 託 事 業 費



9

1． 円

円

2．

円

3．

4．

△

5．

6．

△貸倒引当金繰入額

当 年 度 未 処 分 利 益
剰 余 金

前 年 度 繰 越 利 益
剰 余 金

特 別 損 失

そ の 他 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額

当 年 度 純 損 失

出 資 金 評 価 損

自 動 車 重 量 税

経 常 利 益

雑 支 出

平成28年度大阪市高速鉄道事業損益計算書

（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

一般会計分担金

補 助 金

そ の 他 収 益

受 取 利 息 及 び
配 当 金

減 価 償 却 費

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 外 収 益

運 輸 収 益

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

営 業 外 費 用

運 転 費

運 輸 費

運 輸 管 理 費

研 修 費

一 般 管 理 費

運 輸 雑 収

線 路 保 存 費

電 路 保 存 費

車 両 保 存 費

建 物 保 存 費

固定資産売却益

特 別 利 益

過年度損益修正益

営 業 利 益

長期前受金戻入

受 託 事 業 収 益

繰 延 勘 定 償 却

受 託 事 業 費
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平 成 28 年 度 大 阪 市 高 速

（平成28年４月１日から

円 円 円 円

当 年 度 末 残 高

処 分 後 残 高

当 年 度 純 損 失

前 年 度 処 分 額

当 年 度 変 動 額

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額

国庫補助金

前 年 度 末 残 高

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

府補助金
補 助 金
一般会計
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平 成 28 年 度 大 阪 市 高 速

（平成28年４月１日から

円 円 円 円

当 年 度 末 残 高

処 分 後 残 高

当 年 度 純 損 失

前 年 度 処 分 額

当 年 度 変 動 額

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額

国庫補助金

前 年 度 末 残 高

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

府補助金
補 助 金
一般会計

鉄 道 事 業 剰 余 金 計 算 書

平成29年３月31日まで）

円 円 円 円 円

△ △ △

△ △ △

(当年度未処分利益剰余金)

合 計
資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金
未 処 分 利 益 剰 余 金

合 計

評 価 差 額 等

利 益 剰 余 金
資 本 合 計

剰 余 金

(繰越利益剰余金)

資 本 剰 余 金 そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額
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円 円 円

処 分 後 残 高

資 本 金 資 本 剰 余 金
未 処 分
利 益 剰 余 金

平成28年度大阪市高速鉄道事業剰余金処分計算書

当 年 度 末 残 高

議会の議決による処分額

(繰越利益剰余金) 
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円 円 円

処 分 後 残 高

資 本 金 資 本 剰 余 金
未 処 分
利 益 剰 余 金

平成28年度大阪市高速鉄道事業剰余金処分計算書

当 年 度 末 残 高

議会の議決による処分額

(繰越利益剰余金) 
円

円

△

△

△

△

△

△

△

イ

ロ

△

△

△

△

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

ハ

ニ

電 路 設 備

機 械 装 置

工具､器具及び備品

イ

ロ

ハ

共 用

無 形 固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

ソ フ ト ウ ェ ア

電 気 ガ ス 供 給
施 設 利 用 権

減 価 償 却 累 計 額

ニ

借 地 権

Ｂ

車 両

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

Ａ 高 速 鉄 道 事 業

土 地

建 物

線 路 設 備

電 路 設 備

平成28年度大阪市高速鉄道事業貸借対照表

（平成29年３月31日）

資　　　　　　産　　　　　　の　　　　　　部

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

ヘ

ト

チ

リ

機 械 装 置

工具､器具及び備品

リ ー ス 資 産

円

建 物
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円

ホ 円

△

△

△

△

△

リ ー ス 資 産

土 地

建 物

電 路 設 備

Ｄ 投資その他の資産

貸 倒 引 当 金

貸 倒 引 当 金

円

Ｃ その他固定資産

有 形 固 定 資 産

減価償却累計額

減価償却累計額

投資その他の資産合計

有 形 固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

投 資 有 価 証 券

自動車運送事業
会 計 出 資 金

そ の 他 出 資 金

自動車運送事業
会計長期貸付金

基 金

自 動 車 へ 繰 出

ニ 建 設 仮 勘 定

固 定 資 産 合 計

円

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

前 払 費 用

その他流動資産

企業債発行差金

流 動 資 産

資 産 合 計

繰 延 勘 定 合 計

流 動 資 産 合 計

繰 延 勘 定

ロ

ハ

減価償却累計額

イ
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円

ホ 円

△

△

△

△

△

リ ー ス 資 産

土 地

建 物

電 路 設 備

Ｄ 投資その他の資産

貸 倒 引 当 金

貸 倒 引 当 金

円

Ｃ その他固定資産

有 形 固 定 資 産

減価償却累計額

減価償却累計額

投資その他の資産合計

有 形 固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

投 資 有 価 証 券

自動車運送事業
会 計 出 資 金

そ の 他 出 資 金

自動車運送事業
会計長期貸付金

基 金

自 動 車 へ 繰 出

ニ 建 設 仮 勘 定

固 定 資 産 合 計

円

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

前 払 費 用

その他流動資産

企業債発行差金

流 動 資 産

資 産 合 計

繰 延 勘 定 合 計

流 動 資 産 合 計

繰 延 勘 定

ロ

ハ

減価償却累計額

イ

円

△

未 払 費 用

前 受 金

固 定 負 債

円

その他固定負債

引 当 金

リ ー ス 債 務

企 業 債

企 業 債

リ ー ス 債 務

未 払 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

繰 延 収 益

負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

流 動 負 債 合 計

負　　　　　　債　　　　　　の　　　　　　部

引 当 金

その他流動負債

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金
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円

円

負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

評 価 差 額 等 合 計

評 価 差 額 等

資　　　　　　本　　　　　　の　　　　　　部

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額

剰 余 金 合 計

資 本 金 合 計

資 本 金

剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

イ
当年度未処分利益
剰 余 金

イ

円

そ の 他 資 本 金

出 資 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

ロ

ハ

国 庫 補 助 金

府 補 助 金

一般会計補助金
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円

円

負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

評 価 差 額 等 合 計

評 価 差 額 等

資　　　　　　本　　　　　　の　　　　　　部

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額

剰 余 金 合 計

資 本 金 合 計

資 本 金

剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

イ
当年度未処分利益
剰 余 金

イ

円

そ の 他 資 本 金

出 資 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

ロ

ハ

国 庫 補 助 金

府 補 助 金

一般会計補助金

業務活動によるキャッシュ・フロー 円

当年度純損失 △

減価償却費

繰延勘定償却

有形固定資産除却費

出資金評価損

退職給付引当金の増減額（△は減少）

賞与引当金の増減額（△は減少） △

環境安全対策引当金の増減額（△は減少） △

貸倒引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額 △

その他特別利益 △

受取利息及び受取配当金 △

支払利息

有形固定資産売却損益（△は益） △

未収金の増減額（△は増加）

たな卸資産の増減額（△は増加） △

その他流動資産の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

その他流動負債の増減額（△は減少）

その他 △

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △

短期貸付による支出 △

短期貸付金の返還による収入

その他特別利益

その他

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △

有形固定資産の売却による収入

無形固定資産の取得による支出 △

国庫補助金等による収入

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

工事負担金による収入

基金からの繰入れによる収入

基金への繰出しによる支出 △

その他

投資活動によるキャッシュ・フロー △

財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △

リース債務の返済による支出 △

財務活動によるキャッシュ・フロー △

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

平成 年度大阪市高速鉄道事業キャッシュ・フロー計算書
(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）
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節 備         考

高 速 鉄 道
事 業 収 益

円

営 業 収 益

運 輸 収 益

定 期 外 運 賃

定 期 運 賃

特別乗車料繰入金

運 輸 雑 収

賃 貸 料

広 告 料

損 害 塡 補 金

駅 共 同 使 用 料

雑 収 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び
配 当 金

預 金 利 息

貸 付 金 利 息

配 当 金

補 助 金

府 補 助 金

一般会計補助金

長期前受金戻入

受 託 事 業 収 益

そ の 他 収 益

不用品売却収益

賃 貸 料

基 金 繰 入 金

雑 収 益

特 別 利 益

固定資産売却益

過 年 度 損 益
修 正 益

収 益 合 計

収　益　費　用　明　細　書

款 項 目

共同駅保守分担金
45,872,058円

ほか

金         額

　収       益
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節

高 速 鉄 道
事 業 費 用

円

営 業 費 用

線 路 保 存 費

（ 人 件 費 ）

給 料

手 当

法 定 福 利 費

厚 生 福 利 費

賃 金

退 職 給 与 費

賞与引当金繰入額

（ 経 費 ）

軌 道 修 繕 費

諸構築物修繕費

そ の 他 修 繕 費

固定資産除却費

備 消 品 費

被 服 費

光 熱 水 費

旅 費

通 信 運 搬 費

負 担 金

報 償 費

委 託 費

手 数 料

賃 借 料

雑 費

電 路 保 存 費

　費       用

備　　　　　考金　　　　　額款 項 目
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節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

（ 人 件 費）
円

給 料

手 当

法 定 福 利 費

厚 生 福 利 費

賃 金

退 職 給 与 費

賞与引当金繰入額

（ 経 費 ）

通信設備修繕費

電 気 保 安 設 備
修 繕 費

電力線設備修繕費

換 気 排 水 設 備
修 繕 費

変電設備修繕費

そ の 他 修 繕 費

固定資産除却費

備 消 品 費

被 服 費

光 熱 水 費

旅 費

通 信 運 搬 費

負 担 金

報 償 費

委 託 費

手 数 料

賃 借 料

雑 費

車 両 保 存 費

（ 人 件 費）
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節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

（ 人 件 費）
円

給 料

手 当

法 定 福 利 費

厚 生 福 利 費

賃 金

退 職 給 与 費

賞与引当金繰入額

（ 経 費 ）

通信設備修繕費

電 気 保 安 設 備
修 繕 費

電力線設備修繕費

換 気 排 水 設 備
修 繕 費

変電設備修繕費

そ の 他 修 繕 費

固定資産除却費

備 消 品 費

被 服 費

光 熱 水 費

旅 費

通 信 運 搬 費

負 担 金

報 償 費

委 託 費

手 数 料

賃 借 料

雑 費

車 両 保 存 費

（ 人 件 費）

節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

給 料
円

手 当

法 定 福 利 費

厚 生 福 利 費

賃 金

退 職 給 与 費

賞与引当金繰入額

（ 経 費 ）

車 両 修 繕 費

そ の 他 修 繕 費

固定資産除却費

備 消 品 費

被 服 費

油 脂 費

光 熱 水 費

旅 費

通 信 運 搬 費

印 刷 製 本 費

負 担 金

報 償 費

委 託 費

手 数 料

賃 借 料

雑 費

建 物 保 存 費

（ 人 件 費）

給 料

手 当

法 定 福 利 費
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節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

厚 生 福 利 費
円

賃 金

退 職 給 与 費

賞与引当金繰入額

（ 経 費 ）

建 物 修 繕 費

そ の 他 修 繕 費

固定資産除却費

備 消 品 費

被 服 費

光 熱 水 費

旅 費

通 信 運 搬 費

負 担 金

報 償 費

委 託 費

手 数 料

賃 借 料

保 険 料

雑 費

運 転 費

（ 人 件 費）

給 料

手 当

法 定 福 利 費

厚 生 福 利 費

賃 金

退 職 給 与 費

賞与引当金繰入額

節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

（ 経 費 ）
円

動 力 費

そ の 他 修 繕 費

備 消 品 費

被 服 費

光 熱 水 費

旅 費

通 信 運 搬 費

印 刷 製 本 費

負 担 金

報 償 費

委 託 費

手 数 料

賃 借 料

車 両 回 送 料

雑 費

運 輸 費

（ 人 件 費）

給 料

手 当

法 定 福 利 費

厚 生 福 利 費

賃 金

退 職 給 与 費

賞与引当金繰入額

（ 経 費 ）

そ の 他 修 繕 費

固定資産除却費

備 消 品 費



23

節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

（ 経 費 ）
円

動 力 費

そ の 他 修 繕 費

備 消 品 費

被 服 費

光 熱 水 費

旅 費

通 信 運 搬 費

印 刷 製 本 費

負 担 金

報 償 費

委 託 費

手 数 料

賃 借 料

車 両 回 送 料

雑 費

運 輸 費

（ 人 件 費）

給 料

手 当

法 定 福 利 費

厚 生 福 利 費

賃 金

退 職 給 与 費

賞与引当金繰入額

（ 経 費 ）

そ の 他 修 繕 費

固定資産除却費

備 消 品 費
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節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

被 服 費
円

光 熱 水 費

旅 費

通 信 運 搬 費

印 刷 製 本 費

負 担 金

報 償 費

委 託 費

手 数 料

賃 借 料

雑 費

運 輸 管 理 費

（ 人 件 費）

給 料

手 当

法 定 福 利 費

厚 生 福 利 費

賃 金

退 職 給 与 費

賞与引当金繰入額

（ 経 費 ）

乗 車 券 費

乗車券販売手数料

そ の 他 修 繕 費

固定資産除却費

備 消 品 費

被 服 費

光 熱 水 費

旅 費
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節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

通 信 運 搬 費
円

印 刷 製 本 費

事 故 費

負 担 金

諸 謝 金

委 託 費

手 数 料

賃 借 料

保 険 料

雑 費

研 修 費

（ 人 件 費）

（ 経 費 ）

一 般 管 理 費

（ 人 件 費）

（ 経 費 ）

自動車重量税

その他車両重量税

減 価 償 却 費

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

一般会計分担金

支払利息及び
企業債取扱諸費

企 業 債 利 息

企 業 債 手 数 料
及 び 取 扱 費

受 託 事 業 費

繰延勘定償却

企 業 債 発 行
差 金 償 却
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節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

雑 支 出
円

そ の 他 雑 支 出

特 別 損 失

出資金評価損

貸 倒 引 当 金
繰 入 額

費 用 合 計
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節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

雑 支 出
円

そ の 他 雑 支 出

特 別 損 失

出資金評価損

貸 倒 引 当 金
繰 入 額

費 用 合 計

節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

（整理勘定）
関 連 費 用

円

営 業 費 用

研 修 費 （ 配 賦 率 ）
％

（ 人 件 費 ） 自 動 車

給 料 高 速

手 当 高 速 建 設

法 定 福 利 費 高 速 鉄 道 計

厚 生 福 利 費 （ 配 賦 額 ）

賃 金 自 動 車

退 職 給 与 費
円

賞与引当金繰入額 高 速

（ 経 費 ）

備 消 品 費 高 速 建 設

委 託 費

手 数 料 高 速 鉄 道 計

賃 借 料

一 般 管 理 費

（ 人 件 費 ）

給 料

手 当

法 定 福 利 費

厚 生 福 利 費

賃 金

退 職 給 与 費

賞与引当金繰入額

（ 経 費 ）

建 物 修 繕 費

そ の 他 修 繕 費

固定資産除却費

 専属事業費用比率
 等により配賦
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節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

備 消 品 費
円

薬 餌 費

医 療 品 費

被 服 費

光 熱 水 費

旅 費

通 信 運 搬 費

印 刷 製 本 費

負 担 金

諸 謝 金

委 託 費

手 数 料

賃 借 料

保 険 料

雑 費

自動車重量税

その他車両重量税

営 業 外 費 用

雑 支 出

そ の 他 雑 支 出



節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

備 消 品 費
円

薬 餌 費

医 療 品 費

被 服 費

光 熱 水 費

旅 費

通 信 運 搬 費

印 刷 製 本 費

負 担 金

諸 謝 金

委 託 費

手 数 料

賃 借 料

保 険 料

雑 費

自動車重量税

その他車両重量税

営 業 外 費 用

雑 支 出

そ の 他 雑 支 出
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固　　　　定　　　　資　　　　産　　

(1)　有形固定資産

当年度増加額 当年度減少額

円 円 円 円 円 円

工 具 、 器 具
及 び 備 品

リ ー ス 資 産

換気排水設備

車 両

機 械 装 置

高 架 停 車 場

電 路 設 備

通 信 設 備

電気保安設備

電 力 線 設 備

線 路 設 備

軌 道

ト ン ネ ル

高 架

地 下 停 車 場

減 価 償 却 累 計 額

高 速 鉄 道 事 業

本 勘 定

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高

建 物

土 地 － －
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固　　　　定　　　　資　　　　産　　

(1)　有形固定資産

当年度増加額 当年度減少額

円 円 円 円 円 円

工 具 、 器 具
及 び 備 品

リ ー ス 資 産

換気排水設備

車 両

機 械 装 置

高 架 停 車 場

電 路 設 備

通 信 設 備

電気保安設備

電 力 線 設 備

線 路 設 備

軌 道

ト ン ネ ル

高 架

地 下 停 車 場

減 価 償 却 累 計 額

高 速 鉄 道 事 業

本 勘 定

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高

建 物

土 地 － －

　　明　　　　細　　　　書

累 計

円 円

円

減　少　額
科目の振替

円

増　加　額 減　少　額
      建設改良建設改良 除　　却

変電所設備等改良工事
諸施設整備工事
建設仮勘定から振替
変電所設備等改良工事費
の振替
諸施設整備工事費の振替

増　加　額 減　少　額
建設改良 除　　却
エレベーター等設置工事
駅施設整備工事
変電所設備等改良工事
建設仮勘定から振替
エレベーター等設置工事
費の振替
駅施設整備工事費の振替
変電所設備等改良工事費
の振替

増　加　額 減　少　額
建設改良 除　　却
駅施設整備工事
走行路設備等改良
変電所設備等改良工事
建設仮勘定から振替
走行路設備等改良工事費
の振替
変電所設備等改良工事費
の振替

増　加　額 減　少　額
建設改良 除　　却
車両改造等工事
建設仮勘定から振替
車両改造等工事費の振替

増　加　額 減　少　額
建設改良 除　　却
業務機械化工事
変電所設備等改良工事
建設仮勘定から振替
変電所設備等改良工事費
の振替

増　加　額 減　少　額
建設改良 除　　却
車両改造等工事
業務機械化工事
諸施設整備工事

増　加　額
リース資産の計上

備 考
減 価 償 却 累 計 額 年 度 末

償 却 未 済高

－



32 33

当年度増加額 当年度減少額

円 円 円 円 円 円

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －受託建設資産

通 信 設 備

電気保安設備

電 力 線 設 備

換気排水設備

車 両

機 械 装 置

軌 道

ト ン ネ ル

高 架

地 下 停 車 場

高 架 停 車 場

電 路 設 備

－ －

線 路 設 備

建 物

－ －

年度末現在高
減 価 償 却 累 計 額

仮 勘 定

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額
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当年度増加額 当年度減少額

円 円 円 円 円 円

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －受託建設資産

通 信 設 備

電気保安設備

電 力 線 設 備

換気排水設備

車 両

機 械 装 置

軌 道

ト ン ネ ル

高 架

地 下 停 車 場

高 架 停 車 場

電 路 設 備

－ －

線 路 設 備

建 物

－ －

年度末現在高
減 価 償 却 累 計 額

仮 勘 定

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額
累 計

円 円

－

円 円

増　加　額 減　少　額
建設改良 本勘定へ振替
変電所設備等改良工事
諸施設整備工事

増　加　額 減　少　額
建設改良 本勘定へ振替
駅施設整備工事
変電所設備等改良工事

増　加　額 減　少　額
建設改良 本勘定へ振替
変電所設備等改良工事

増　加　額 減　少　額
建設改良 本勘定へ振替
車両改造等工事

増　加　額 減　少　額
建設改良 本勘定へ振替
変電所設備等改良工事

増　加　額 減　少　額
建設改良 譲　　渡
大和川線シールドトンネ
ル受託工事

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

減 価 償 却 累 計 額 年 度 末
償却未済高

備 考



34 35

当年度増加額 当年度減少額

円 円 円 円 円 円

－ －

－ －

減 価 償 却 累 計 額

その他固定資産

本 勘 定

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高

電 路 設 備

通 信 設 備

(関連資産分担額)

共 用

その他固定資産

小 計

工 具 、 器 具
及 び 備 品

仮 勘 定

建 物

土 地 － －

合 計



35

当年度増加額 当年度減少額

円 円 円 円 円 円

－ －

－ －

減 価 償 却 累 計 額

その他固定資産

本 勘 定

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高

電 路 設 備

通 信 設 備

(関連資産分担額)

共 用

その他固定資産

小 計

工 具 、 器 具
及 び 備 品

仮 勘 定

建 物

土 地 － －

合 計

累 計

円 円

円 円

増　加　額 減　少　額
建設改良 売　　却
諸施設整備工事
科目の振替

増　加　額
建設改良
諸施設整備工事

－

増　加　額
－ 建設改良

諸施設整備工事

備 考
減 価 償 却 累 計 額 年 度 末

償却未済高

－



36 37

(関連有形固定資産)

当年度増加額 当年度減少額

円 円 円 円 円 円

資 産 の 種 類 年度当初現在高

通 信 設 備

機 械 装 置

共 用

本 勘 定

建 物

電 路 設 備

当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高
減 価 償 却 累 計 額

その他固定資産

リ ー ス 資 産

工 具 、 器 具
及 び 備 品

建 物

合 計

本 勘 定



37

累 計

円 円

円

減　少　額
除　　却

円

増　加　額
リース資産の計上

年 度 末
償却未済高

備 考
減 価 償 却 累 計 額



38 39

(2)　無形固定資産

円 円 円 円

－

－

(3)　投資その他の資産

円 円 円 円

△ 29,599,999,999

そ の 他 出 資 金 －

－

基 金 －

自 動 車 へ 繰 出 －

合 計 △ 4,615,917,414 △ 23,874,759,853

貸 倒 引 当 金 － △ 4,620,000,000 －

年度当初現在高

仮 勘 定

－ソ フ ト ウ ェ ア

電 気 ガ ス 供 給
施 設 利 用 権

自 動 車 運 送 事 業
会 計 出 資 金

自 動 車 運 送 事 業
会 計 長 期 貸 付 金

資 産 の 種 類 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 評　価　差　額　等

投 資 有 価 証 券

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 当年度減価償却高

高 速 鉄 道 事 業

本 勘 定

ソ フ ト ウ ェ ア

電 気 ガ ス 供 給
施 設 利 用 権

借 地 権
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(2)　無形固定資産

円 円 円 円

－

－

(3)　投資その他の資産

円 円 円 円

△ 29,599,999,999

そ の 他 出 資 金 －

－

基 金 －

自 動 車 へ 繰 出 －

合 計 △ 4,615,917,414 △ 23,874,759,853

貸 倒 引 当 金 － △ 4,620,000,000 －

年度当初現在高

仮 勘 定

－ソ フ ト ウ ェ ア

電 気 ガ ス 供 給
施 設 利 用 権

自 動 車 運 送 事 業
会 計 出 資 金

自 動 車 運 送 事 業
会 計 長 期 貸 付 金

資 産 の 種 類 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 評　価　差　額　等

投 資 有 価 証 券

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 当年度減価償却高

高 速 鉄 道 事 業

本 勘 定

ソ フ ト ウ ェ ア

電 気 ガ ス 供 給
施 設 利 用 権

借 地 権

円

円

増　加　額
建設改良
　変電所設備等改良工事

増　加　額
建設改良
　走行路設備等改良工事
建設仮勘定から振替
　変電所設備等改良工事費
　の振替

増　加　額
建設改良

　業務機械化工事費の振替　業務機械化工事

円

増　加　額 減　少　額
建設改良 本勘定へ振替

　　　変電所設備等改良工事　変電所設備等改良工事 戻　　入

円

円

増　加　額 △ 4,620,000,000
引当金の計上 △ 4,620,000,000

円

増　加　額 減　少　額
運用益の積立 エレベーター等の維持管

理に充当

△ 4,620,000,000

年 度 末 現 在 高 備                                           考

年 度 末 現 在 高 備                                           考
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1． 建設改良等の財源に充てるための企業債

当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

ル号 公債

ワ号 〃 〃

ワ号 〃 〃

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

〃

 (　 〃 　)

 (　 〃 　)

 (　 〃 　)

〃

〃  (　 〃 　)

〃 〃  (　 〃 　)

〃 〃  (　 〃 　)

共同発行市場

平成 年度

〃

〃

 (　 〃 　)

〃  (　 〃 　)

平 成 年度

平 成 年度

平成12年度

平成11年度

平成10年度

平 成 年度

平 成 年度

平 成 年度

平成 年度

平成 年度

平成13年度

共同発行市場

共同発行市場

〃

〃

〃

平成 年度
〃

企      業      債      明      細      書

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

公 債
第 回

〃

備 考

証 券 発 行 債

第 回
〃

平 成 年度

平 成 年度

〃
第 回

〃

〃
第 回

〃

〃
第 回

〃

〃
第 回

〃 〃

〃
第 回

〃

〃
第 回

〃

公 募 公 債

〃
第 回

〃
公 募 公 債

 (特 例 債)
公 募 地 方 債

第 回

〃
公 募 公 債

〃  (特 例 債)
公 募 地 方 債

第 回

共同発行市場

〃  (　 〃 　)

 (特 例 債)
公 募 地 方 債

〃 〃
公 募 公 債

〃  (特 例 債)
公 募 地 方 債

第 回

〃

〃

〃

平成 年度

共同発行市場

〃

〃

〃

第 回
公 募 公 債

〃

〃

〃

〃

平成 年度

〃

〃

〃

〃

 (　 〃 　)
公 募 公 債

〃  (特 例 債)
公 募 地 方 債

第 回

共同発行市場

平成 年度

〃  (　 〃 　)
公 募 公 債

〃 〃  (特 例 債)
公 募 地 方 債

第 回

〃 〃
〃

第 回〃
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1． 建設改良等の財源に充てるための企業債

当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

ル号 公債

ワ号 〃 〃

ワ号 〃 〃

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

〃

 (　 〃 　)

 (　 〃 　)

 (　 〃 　)

〃

〃  (　 〃 　)

〃 〃  (　 〃 　)

〃 〃  (　 〃 　)

共同発行市場

平成 年度

〃

〃

 (　 〃 　)

〃  (　 〃 　)

平 成 年度

平 成 年度

平成12年度

平成11年度

平成10年度

平 成 年度

平 成 年度

平 成 年度

平成 年度

平成 年度

平成13年度

共同発行市場

共同発行市場

〃

〃

〃

平成 年度
〃

企      業      債      明      細      書

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

公 債
第 回

〃

備 考

証 券 発 行 債

第 回
〃

平 成 年度

平 成 年度

〃
第 回

〃

〃
第 回

〃

〃
第 回

〃

〃
第 回

〃 〃

〃
第 回

〃

〃
第 回

〃

公 募 公 債

〃
第 回

〃
公 募 公 債

 (特 例 債)
公 募 地 方 債

第 回

〃
公 募 公 債

〃  (特 例 債)
公 募 地 方 債

第 回

共同発行市場

〃  (　 〃 　)

 (特 例 債)
公 募 地 方 債

〃 〃
公 募 公 債

〃  (特 例 債)
公 募 地 方 債

第 回

〃

〃

〃

平成 年度

共同発行市場

〃

〃

〃

第 回
公 募 公 債

〃

〃

〃

〃

平成 年度

〃

〃

〃

〃

 (　 〃 　)
公 募 公 債

〃  (特 例 債)
公 募 地 方 債

第 回

共同発行市場

平成 年度

〃  (　 〃 　)
公 募 公 債

〃 〃  (特 例 債)
公 募 地 方 債

第 回

〃 〃
〃

第 回〃

当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

備 考

第 回

第142回共同発行市場

昭和

平成

〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

第 回

〃

〃
第 回

第 回
〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

元. 3.27

平成 年度

〃

〃

平成 年度

〃

〃

平成 年度

第 回

第 回

第 回
〃

〃

〃

〃

〃

〃 〃 〃

平成 年度

共同発行市場

平成 年度

〃

〃  (特 例 債)
公 募 地 方 債

第 回

公 募 公 債
第 回

〃 〃
〃

公 募 公 債
第 回

〃
公 募 公 債

第 回
〃

〃
公 募 地 方 債

第 回

〃
〃

第 回

〃
〃

第 回
27．9.16

〃 〃 〃
〃

第 回

第 回
28．1.26

〃 〃
〃

〃       〃
〃

財 務 省 借 入 金

第 回
29．1.25

 28年度新規債
〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

財 務 省
財政融資資金借入金

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃
第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

〃

〃

〃
〃

〃
〃

〃

〃

〃

〃

〃
第 回

第 回

第 回

第 回

〃
〃
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当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

備 考

昭和

平成

〃 〃

〃 〃 〃

〃
〃 〃 〃

保 険 資 産 借 入 金

〃
〃

簡易生命

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃

〃 〃 〃

〃

〃 〃

〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回
〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

財政融資資金借入金
第 回

〃

〃

〃

〃

財 務 省

〃

〃

第 回

第 回
〃

〃

〃

独 立 行 政 法 人
郵便貯金・簡易生命
保険管理機構借入金

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

〃

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

〃

〃
第 回

元. 3.31

〃

〃

〃

〃

〃

〃

第 回
〃

第 回
〃

第 回
〃

〃

〃
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当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

備 考

元. 3.30

〃

〃

〃
〃

〃
第 回

〃

昭和 年度

〃

平 成 年度
〃

〃
〃

平 成 年度
〃

〃
〃

平 成 年度

〃

平 成 年度

〃

〃
〃

第 回

〃
第 回

〃
第 回〃

第 回
〃

第 回
〃

第 回
〃

第 回
〃

第 回
〃

第 回
〃

第 回
〃

第 回
〃

第 回

〃

第 回
〃

第 回

第 回
〃

第 回
〃

第 回
〃

第 回
〃

第 回
〃

第 回
〃

第 回
〃

第 回
〃

第 回
〃

第 回
〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃

〃 〃 〃

〃

地 方 公 共 団 体

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

金 融 機 構 借 入 金

第 回
地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 借 入 金

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

簡易生命

〃

〃

〃

〃

第 回
保 険 資 産 借 入 金

〃

第 回
〃 〃 〃

〃 〃
〃

第 回

第 回
〃

〃
第 回

第 回

第 回
〃 〃 〃

第 回

〃 〃
〃

第 回
〃 〃

〃 〃 〃
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当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

備 考

〃
〃

〃
平成 年度

〃
〃

〃

〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃
〃

金 融 機 構 借 入 金

平成 年度

〃
〃

〃

〃
第 回

〃
第 回

第 回

〃

第 回

平成 年度

〃

〃

〃

〃

〃

〃

平成 年度

第 回平成 年度

〃
〃
第 回

〃

〃 〃
〃
第 回

〃

地 方 公 共 団 体

第 回
〃

〃 〃

〃
第 回

〃

〃
第 回

〃 〃 〃

第 回

〃
〃
第 回

〃
〃
第 回

〃

〃 〃
〃
第 回

〃
第 回

〃

〃
第 回

〃 〃 〃
〃

〃

平成 年度

〃
〃
第 回

〃 〃 〃

〃
第 回

〃 〃
〃

〃

〃 〃
〃
第 回

〃 〃
〃
第 回

〃
〃

平成 年度

〃
〃

〃 〃
〃
第 回

〃

〃
第 回

〃

〃
第 回

〃 〃 〃
〃

〃

〃

〃
〃
第 回

〃
〃
第 回

〃
〃

平成 年度

〃 〃
〃
第 回

〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃

第 回
〃 〃 〃

〃 〃
〃
第 回

〃 〃

〃
〃

平成 年度
〃

〃 〃

第 回
〃 〃 〃

第 回
〃

〃 〃

第 回

第 回
〃

〃 〃
第 回

〃

〃 〃

第 回

第 回
〃

〃 〃

第 回
〃 〃 〃

第 回
〃

〃 〃 〃
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当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

備 考

〃
〃

〃
平成 年度

〃
〃

〃

〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃
〃

金 融 機 構 借 入 金

平成 年度

〃
〃

〃

〃
第 回

〃
第 回

第 回

〃

第 回

平成 年度

〃

〃

〃

〃

〃

〃

平成 年度

第 回平成 年度

〃
〃
第 回

〃

〃 〃
〃
第 回

〃

地 方 公 共 団 体

第 回
〃

〃 〃

〃
第 回

〃

〃
第 回

〃 〃 〃

第 回

〃
〃
第 回

〃
〃
第 回

〃

〃 〃
〃
第 回

〃
第 回

〃

〃
第 回

〃 〃 〃
〃

〃

平成 年度

〃
〃
第 回

〃 〃 〃

〃
第 回

〃 〃
〃

〃

〃 〃
〃
第 回

〃 〃
〃
第 回

〃
〃

平成 年度

〃
〃

〃 〃
〃
第 回

〃

〃
第 回

〃

〃
第 回

〃 〃 〃
〃

〃

〃

〃
〃
第 回

〃
〃
第 回

〃
〃

平成 年度

〃 〃
〃
第 回

〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃

第 回
〃 〃 〃

〃 〃
〃
第 回

〃 〃

〃
〃

平成 年度
〃

〃 〃

第 回
〃 〃 〃

第 回
〃

〃 〃

第 回

第 回
〃

〃 〃
第 回

〃

〃 〃

第 回

第 回
〃

〃 〃

第 回
〃 〃 〃

第 回
〃

〃 〃 〃

当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

備 考

〃
〃

〃

平成 年度

〃

平成 年度

〃

〃

〃

平成 年度

〃

〃

平成 年度

〃

平成 年度

〃

平成 年度

〃
第 回

〃
第 回

平成 年度
地 方 公 共 団 体

〃
〃

平成 年度
〃

〃

〃
〃

〃

金 融 機 構 借 入 金

第 回

〃 〃

第 回
〃

第 回
〃

〃 〃

第 回

第 回
〃

〃

第 回
〃 〃 〃

第 回

〃 〃

第 回
〃 〃 〃

〃
平成 年度

〃
〃

〃

〃
第 回

〃

〃
第 回

〃

第 回
〃 〃

第 回
〃

〃
第 回

〃 〃 〃

〃
〃

第 回

〃 〃
〃

第 回

〃 〃
〃

第 回
〃

〃

〃 〃
〃

第 回

〃
第 回

〃

〃
第 回

〃

〃
〃

第 回

〃
第 回

〃 〃

〃
第 回

〃

〃 〃
〃

第 回

〃

〃

〃 〃
〃

第 回
27．3.26

〃
第 回

〃

〃
〃

第 回
26．3.27

平成 年度

〃

平成 年度

無利子
大 阪 府 借 入 金

第 回
〃

〃

そ の 他 借 入 金

第 回

平 成 年度

平 成 年度

〃 〃
〃

第 回

〃
第 回

〃
〃

第 回
〃 〃

平成 年度

平 成 年度

平 成 年度

〃  (　 〃 　)
〃

第 回

 (特 例 債)
公 債

第 回

〃

〃

〃  (　 〃 　)
〃
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当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

備 考

28年度新規債
〃

 計

銀 行 等 引 受 債
第 回

第 回

平成 年度

平成 年度



当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

備 考

28年度新規債
〃

 計

銀 行 等 引 受 債
第 回

第 回

平成 年度

平成 年度
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平　成　28　年　度　大　阪　市　高　速 

(1)　収益的収入及び支出

　収       入

円 円 円
第１款

第１項

第２項

第３項

　支       出

円 円 円 円 円
第１款

第１項

第２項

第３項

第４項

(注) 営業外費用には、消費税及び地方消費税納付額を含む。

区                   分

区                   分

高速鉄道事業収益

特 別 利 益

営 業 外 収 益

営 業 収 益

高速鉄道事業費用

予 備 費

特 別 損 失

営 業 外 費 用

営 業 費 用

による支出額

△  601,957,421

当初予算額 予備費支出額 流用増減額 24条第３項の規定

予 算 額

補正予算額

地方公営企業法第

予 算 額

地方公営企業法第 条

当　初　予　算　額 補　正　予　算　額 第３項の規定による支

出額に係る財源充当額
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 鉄　道　事　業　決　算　報　告　書

円 円 円

うち仮受消費税
及び地方消費税

うち仮受消費税
△ 及び地方消費税

円 円 円 円 円 円
△

うち仮払消費税
及び地方消費税

うち仮払消費税
及び地方消費税

△ うち非現金支出額
50,219,999,999円

る繰越額　　　による繰越額

小　　　計 26条第２項の規定 合　　　計 項の規定によ

予 算 額 地方公営企業

地方公営企業法第
決　算　額

法第 条第２
不　用　額 備　　　  　考

80,326,760円

1,870,629,134円

12,407,699,804円

45,787,774円

決　　　算　　　額

予 算 額

備　　　　　　　　　考
合　　　　　　計

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減
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(2)　資本的収入及び支出

　収       入

円 円 円 円
第１款

第１項

第２項

第３項

第４項

第５項

　支       出

円 円 円 円 円
第１款

第１項

第２項

第３項

第４項

第２款

第１項

(注) 資本的収入額 31,848,749,303円が資本的支出額 79,655,712,089円に対し不足する額 47,806,962,786円は、    消費税及び地方消費税資本的収支調整額 2,327,110,802円及び損益勘定留保資金 45,479,851,984円で補てんした。

地方公営企業法第26

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 小　　　　　計 条の規定による繰越

額に係る財源充当額

流用増減額 小　　　計 第 条の規定に

区                   分

予 算 額

企 業 債

高速鉄道事業収入

雑 収 入

区                   分

予 算 額

建設受託工事収入

補 助 金

固定資産売却代金

高 速 鉄 道 事 業 費

よる繰越額

地方公営企業法

当初予算額 補正予算額

企 業 債 償 還 金

建 設 改 良 費

建 設 受 託 工 事 費

繰 替 金

共 用 施 設 費

合 計

建 設 改 良 費
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(2)　資本的収入及び支出

　収       入

円 円 円 円
第１款

第１項

第２項

第３項

第４項

第５項

　支       出

円 円 円 円 円
第１款

第１項

第２項

第３項

第４項

第２款

第１項

(注) 資本的収入額 31,848,749,303円が資本的支出額 79,655,712,089円に対し不足する額 47,806,962,786円は、    消費税及び地方消費税資本的収支調整額 2,327,110,802円及び損益勘定留保資金 45,479,851,984円で補てんした。

地方公営企業法第26

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 小　　　　　計 条の規定による繰越

額に係る財源充当額

流用増減額 小　　　計 第 条の規定に

区                   分

予 算 額

企 業 債

高速鉄道事業収入

雑 収 入

区                   分

予 算 額

建設受託工事収入

補 助 金

固定資産売却代金

高 速 鉄 道 事 業 費

よる繰越額

地方公営企業法

当初予算額 補正予算額

企 業 債 償 還 金

建 設 改 良 費

建 設 受 託 工 事 費

繰 替 金

共 用 施 設 費

合 計

建 設 改 良 費

円 円 円 円

うち仮受消費税
及び地方消費税

うち仮受消費税
及び地方消費税

円 円 円 円 円 円 円

うち仮払消費税
及び地方消費税

うち仮払消費税
及び地方消費税

うち仮払消費税
及び地方消費税

(注) 資本的収入額 31,848,749,303円が資本的支出額 79,655,712,089円に対し不足する額 47,806,962,786円は、    消費税及び地方消費税資本的収支調整額 2,327,110,802円及び損益勘定留保資金 45,479,851,984円で補てんした。

1,649,921円

88,593,971円

2,447,660,745円

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

備　　　　　　　　　考継続費逓次繰越額
に係る財源充当額

合　　　計

△

114,862,601円

予 算 額

決　 算　 額

△

△

△

95,931,234円

予 算 額

決　算　額

翌 年 度 繰 越 額

不　用　額

△

△

逓 次 合　　　計 第 条の規定に 逓 次 合　　　計

繰越額 よる繰越額 繰越額

継続費 地方公営企業法 継続費
備　　  　考
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貯蔵品

  移動平均法による原価法

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

会計書類に関する注記

1. 重要な会計方針

資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

時価のないもの

  移動平均法による原価法

  車両 　　13年

  電路設備 ５～45年

減価償却の方法

主な耐用年数

  建物 ７～65年

  機械装置 ８～20年

  工具、器具及び備品 ３～15年

リース資産

無形固定資産

減価償却の方法

  定額法

主な耐用年数

  主として定率法、平成10年４月１日以降に取得した建物及びトンネル等線路設備の一部は定額

時価のあるもの

  決算日の市場価格等による時価法（評価差額は全部純資産直入法）

出資金及び基金の評価基準及び評価方法

  移動平均法による原価法

  線路設備 ８～60年

  電気ガス供給施設利用権

  ソフトウェア

減価償却の方法

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

  借地権 ５年

15年

５年

法（但し、取替資産については取替法）
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  も含む）のうち、総務省通知で示されている繰出しの基準に基づくと、一般会計が負担すると見込ま

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上し

職員の期末及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の

貸借対照表に計上されている企業債（当年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のもの

  れる額は、58,232,977,308円である。

  とに伴い、自動車運送事業は廃止されることとなる。

  て返済免除が確実となったため、同事業に対する貸付金の全額を計上している。

3. 貸借対照表

企業債の償還に係る一般会計の負担

リース取引の処理方法

リース料総額が３百万円を超えるファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に準じた

  会計処理によっている。

リース料総額が３百万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた

  ている。

賞与引当金

  負担に属する額（12月から３月までの４か月分）を計上している。

引当金の計上方法

退職給付引当金

4. リース契約により使用する固定資産

「大阪市交通事業の設置等に関する条例を廃止する条例案」が平成29年３月28日に可決されたこ

  会計処理によっている。

リース資産に係る経過措置

リース取引開始日が平成26年３月31日以前のリース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に

  係る方法に準じた会計処理によっている。

重要な非資金取引

新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、それぞれ1,459,524,976円

  である。

その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

2. キャッシュ・フロー計算書

これにより、その終結処理における高速鉄道事業会計から自動車運送事業会計への貸付金につい

環境安全対策引当金

  費用支出見込額を計上している。

貸倒引当金

保管するポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）の処理費用の支出に備えるため、当年度末における処理
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円
円
円

円
円
円

これにより、自動車運送事業の終結処理に際し、同会計の残余財産がなくなることが確実となり、実

１年内
１年超

計

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

  を使用した。

長期継続契約に係るリース債務

  234条の３に基づく長期継続契約に係るものは下記の金額である。

5. その他

通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務のうち、地方自治法第

短期リース債務
長期リース債務

計

退職給付引当金の取崩し

費用化していた補修用材料等の資産計上

当年度において、退職手当として2,722,885,005円を支給するため、退職給付引当金2,722,885,005円

「大阪市交通事業の設置等に関する条例を廃止する条例案」が平成29年３月28日に可決されたことに

  を貯蔵品及び特別利益に計上している。

自動車運送事業会計出資金評価損

  には消費されずに存置されている補修用材料等が存在していることが判明し、当該補修用材料等につ

  いては、平成29年度において改めてたな卸を行い、遡って当年度末残高を算出した額1,630,424,601円

自動車運送事業の終結処理に際し、同会計の対外的な債務等の返済に不足する資金9,700,000,000円

  程度について、平成29年度に高速鉄道事業会計が負担する予定となっている。

短期間で消費される補修用材料等については、貯蔵品とせず購入時に費用計上を行ってきたが、実際

  質価額が著しく低下しているため、備忘価額まで簿価を減額している。

自動車運送事業の終結処理に伴う今後の影響

  伴い、自動車運送事業は廃止されることとなる。


